
日経BPビジネスセミナー（Online）～プロジェクト名称「人手不足ジャパン」

人手不足を乗り越える
日本の産業界成長のシナリオ
～未来を拓く人材確保とテクノロジー活用、新たな一手

【2024年5月30日開催予定】
※ご協賛枠拡大の場合は、5/31も開催

協賛企画書Ver.2



• 少子高齢化による生産年齢人口の減少で人手不足が深刻化。コロナ禍が終息を迎える一方で日本経済は未曾有の危機に直面

している。製造業をはじめ、建設、物流/運輸、流通、サービス（観光/飲食）、医療、情報通信業界における人材確保は喫緊の課
題だ。帝国データバンクは、人手不足による企業の倒産件数が2023年1〜10月に前年同期比78%増の206件になったと発表。

集計値がそろう14年以降の年間の最多件数をすでに上回り、建設業が件数の37%、物流業が16%を占めている。周知のとお

り、建設・物流/運輸、医療業界は、2019年の改正労働基準法による残業時間の上限規制が免除されていたが、5年間の猶予期
間を経て2024年4月から上限規制が実施され、建設従事者やドライバーの人手不足、医師・看護師不足への対応が待ったなし

の状況だ。

• また、地方創生の一翼を担う中小企業の事業承継問題が顕在化している。日本商工会議所が2023年に実施したアンケート調

査によれば、中小企業の68.0％が人手不足であると回答。うち6割以上が「非常に深刻（人手不足を理由とした廃業等、今後の
事業継続に不安）」または「深刻（事業運営に支障）」と回答している。日本がグローバル社会の中で再び存在感を示すには、国や

地方自治体、産業界、アカデミアが一丸となって未来を担う人材を確保・育成しながら、AIやロボティクスなどのテクノロジーを

活用して業務の効率化、労働生産性の向上に取り組まねばならない。

• 一方、女性活躍が叫ばれる中、STEM（科学・技術・工学・数学）分野を目指す女性が少なすぎるという問題がある。女性の
STEM人材を増やすことは賃金格差を縮め、経済的自立を促すことにもつながる。特にデジタル分野の人材育成は男女を問わ

ず急務だ。日本の成長のためにも、これ以上後れを取ることはできない。

• こうした状況をふまえ、日経BPは、日経ビジネス、日経クロステック、日経クロスウーマン、総合研究所が企画の主軸となりビジ

ネスセミナー「人手不足を乗り越える日本の産業界成長のシナリオ」を開催する。貴社の製品・サービスを訴求し、日本が直面す
る社会課題に最適解を示す機会、或いはブランディング、技術広報の場として、本イベントの協賛をご検討いただきたい。

本プロジェクト開催趣旨



企画メンバーを代表してメッセージ

日経ビジネス発行人
北方雅人

日経クロスウーマン発行人
佐藤珠希

日経クロステック発行人
戸川尚樹

日経BP 総合研究所
ソリューションユニット長
河井保博

いずれ人口減少時代が到来することは、随分前から分かっていました。しかし、多くの人はそれがもたらす深刻な影響から
目をそむけていたのです。メディアも十分な警鐘を鳴らしませんでした。そして今、企業経営はあらゆる側面で人口増加時代
からの「180度転換」を迫られています。高利益率のビジネスモデルを作っても、人材が集まらなければ失敗します。また女性
活躍もお題目では済みません。例えば、製造業や建設業、運輸業などで顕在化している人手不足の問題は、就業者数の減
少という点だけでなく、高齢化の進展や女性就業者の割合が少ないといった点でも、喫緊の課題となっています。この先も
半導体産業の国内回帰、都市再生・防災対応といった多量の建設事業、各種産業や生活を支える運輸・物流サービスなどを
円滑に進めるうえで、人材確保や人に変わる技術の開発・導入は避けて通れません。人が集まりにくい中小企業では人材育
成、とりわけ後継者育成ができなければ一気に経営危機のリスクが高まります。経験したことのない人口減少時代の中で企
業はどうかじ取りをすればいいのか。人材の代わりになるだけでなく、人材を生かすテクノロジーとはどのようなものか。それ
ぞれの分野で随一の専門記者を抱える日経BPの総力を挙げて、難局をチャンスに変えるソリューションを提供します。



背景①
少子高齢化と
生産年齢人口
の減少

■少子高齢化の進行で日本の生産年齢人口（15～64歳）は1995年をピークに減少。
2050年には5,275万人（2021年から29.2％減）になると見込まれている。生産年齢人口の減少により、労働
力の不足、国内需要の減少による経済規模の縮小など様々な社会的・経済的課題の深刻化が懸念される。

（出典）
内閣府（2022）「令和4年版高齢社会白書」



背景②
産業別労働者
過不足状況と
判断D.I

（｢不足｣－｢過剰｣，単位：％、ポイント）

不足 過剰 D.I. 不足 過剰 D.I. 不足 過剰 D.I.
49 3 46 47 3 44 47 2 45
58 2 56 56 1 55 58 0 58
50 4 46 46 4 42 46 2 44
52 3 49 51 1 50 54 1 53
57 1 56 59 1 58 56 0 56
27 4 23 28 3 25 28 3 25
20 2 18 19 2 17 23 1 22
42 1 41 45 - 45 44 - 44
51 1 50 46 1 45 49 1 48
38 3 35 33 1 32 35 2 33
45 1 44 46 1 45 41 1 40
66 3 63 58 4 54 65 4 61
48 3 45 54 3 51 45 2 43

産業別正社員等労働者過不足状況及び労働者過不足判断D.I.

産　　業
令和５年２月調査 1) 令和５年５月調査 1)

医 療 ， 福 祉
サービス業（他に分類されないも

令和５年８月調査 1)

調 査 産 業 計
建 設 業
製 造 業
情 報 通 信 業
運 輸 業 , 郵 便 業

不 動 産 業 , 物 品 賃 貸 業
学術研究 ,専門･技術サービス業
宿 泊 業 , 飲 食 サ ー ビ ス 業
生 活 関 連 サ ー ビ ス 業 , 娯 楽 業

卸 売 業 , 小 売 業
金 融 業 , 保 険 業

■令和５年８月１日現在の正社員等労働者過不足判断D.I.をみると、調査産業計で＋45 ポイントと、
平成23年８月調査から49期連続して不足超過となった。特に「医療，福祉」、「建設業」、「運輸業，郵便業」で
人手不足感が高い。

出典：厚生労働省「労働経済動向調査」
注:無回答を除いて集計している。

1) ２月調査は２月１日現在、５月調査は５月１日現在、８月調査は８月１日現在の状況である。



背景③
正社員の人手
不足が顕著な
業界・業種

■正社員の人手不足割合を業種別にみると、「旅館・ホテル」が75.5％で最も高い。月次ベースでは6カ月連続で業種別
トップとなり、深刻な人手不足が続いている。次いで、IT人材不足が顕著な「情報サービス」も74.2％で続いた。さらに、
「メンテナンス・警備・検査」（67.6％）は9カ月連続、「建設」（65.3％）は12 カ月連続で6割超の高水準となった。また、
2024年4月から時間外労働の上限規制が設けられることで“物流2024年問題”として注目されている「運輸・倉庫」も
63.1％と高かった。レンタカー業界などを含む「リース・賃貸」（60.7％）はコロナ禍以降で最も高くなった。レジャーシーズ
ンの到来やビジネス需要の高まりが背景にあると考えられる。

出典：帝国データバンク「特別企画: 人手不足に対する企業の動向調査（2023 年4 月）」

2021年4月

1 旅館・ホテル 23.5 52.4 75.5

2 情報サービス 54.1 64.6 74.2

3 メンテナンス・警備・検査 55.6 60.1 67.6

4 建設 54.5 59.4 65.3

5 人材派遣・紹介 37.1 58 64.3

6 自動車・同部品小売 50 58.4 64.1

7 運輸・倉庫 42.3 52.2 63.1

8 飲食店 27.6 56.9 61.3

9 リース・賃貸 34.7 46.5 60.7

10 医療・福祉・保健衛生 44.4 43.4 58.3

2022年4月 2023年4月業種



日本郵政
取締役兼代表執行役社長

増田 寬也 氏

英オックスフォード大学
機械学習教授

マイケル・オズボーン 氏

東京大学
大学院経済学研究科・経済学部教授

柳川 範之 氏

INCJ
代表取締役会長/CEO

志賀 俊之 氏

日経BP
執行役員
伊藤 暢人

207
代表取締役CEO
高柳 慎也 氏

ロイヤルホールディングス
代表取締役会長
菊地 唯夫 氏

ダイヤ精機
代表取締役社長
諏訪 貴子 氏

23年11月、本件に先駆けて日経ビジネスが人手不足をテーマに
「CEOカウンシル」のプレイベントを開催。手ごたえを掴んだ。

※主な登壇者

（外部招聘者は氏名の
  五十音順に掲載）



本プロジェクト開催概要（予定）

主催：日経ビジネス、日経クロステック、日経クロスウーマン、日経BP総合研究所

協力：日経トップリーダー、日経コンピュータ、日経ものづくり、日経クロステックActive

協賛：企業のＤＸや業務効率化を実現するIT関連各社、コンサルティング会社、省人化・無人化を実現する先端技術メーカーおよびサービス各社

人材戦略成功企業（ブランディング）、メガバンク、地銀など金融機関、M＆A会社、モーダルシフト関連各社、人材派遣会社、転職支援会社など

開催形式：オンラインセミナー（都内のスタジオにて収録・配信いたします）

会期（配信日程）：2024年５月３０日（木） ※協賛枠拡大の場合は5月31日（金）も開催

キーノート事前収録期間：2024年5月20日（月）～5月24日（金） ※協賛講演は原則ライブ講演（5/30）です。

アーカイブ配信：2024年6月の実施を検討中も未定

受講規模（１日間）+アーカイブ配信(検討中）：延べ1,000～1,500名を想定

受講対象：企業の経営者・役員、経営企画、人事・総務・財務、営業・販売、企画・ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ、情報システム、製造・設計、研究・開発、DX推進などの各部門、

ビジネスパーソンの転職関心者、学生など

受講料：無料

※上記は2024年1月現在の計画で変更になる場合があります。



本イベントの全体設計について

国、地方自治体、アカデミア、産業界のキーパーソンが集結し
ニッポンの人手不足解消と人材確保・育成の最適解を提言する

（特に製造、建設、物流、サービス業界の深刻な人手不足や事業承継問題に
焦点をあて、有効な解決策や今後のあるべき方向性を示す）

大局的かつ視座の高い講演が可能で
ブランディングや技術広報的な訴求のほか製品・サービスのPRに有効

企業の経営層、経営企画、人事、営業、設計・製造・開発、DX推進部門の
マネジメント層が主たる聴講者



各種産業用ロボット
建設・物流DX
協働ロボット

業務プロセス改革
SCMの高度化

DX推進
テクノロジー活用

AI/業務自動化
クラウド活用

モーダルシフト
自動運転/無人運転

人材戦略
（人事制度改革）

地方創生/M&A
（対事業承継問題）

経営コンサル
人事コンサル

賃金改定
職場環境改善

リスキリング
（学び直し制度）

女性登用
外国人・シニア採用

人材派遣サービス
アウトソーシング

本イベントにおける訴求対象・カバレッジ
主に人材不足への対応主に人手不足への対応



プログラム構成（予定）

※上記は2024年1月現在の計画で変更になる場合があります。協賛枠拡大により2日間開催になる可能性もあります

国、地方自治体、アカデミア、産業界のキーパーソンが集結し
ニッポンの人手不足解消と人材確保・育成の最適解を提言する

10：00～10：15

10：20～10：50

10：55～11：25

11：30～12：00

12：00～13：00

13：00～13：30

13：35～14：05

14：10～14：40

14：45～15：15

15：20～15：50

15：55～16：25

16：30～17：00

主催者企画（アカデミア、企業経営者などによる講演もしくはパネル）

オープニングスピーチ（政府、中央官庁関係者などを想定）

主催者企画（アカデミア、企業経営者などによる講演もしくはパネル）

協賛講演

主催者企画（アカデミア、企業経営者などによる講演もしくはパネル）

休憩

協賛講演

協賛講演

協賛講演

協賛講演

主催者企画（アカデミア、企業経営者などによる講演もしくはパネル）

協賛講演



主催者企画プログラムの講師招聘案

※上記は2024年1月現在の計画で変更になる場合があります。出演交渉には至っておりません。

国、地方自治体、アカデミア、産業界が一体となって日本最大の課題に対し解決策を示す機会を目指します

＜政府、中央省庁、地方自治体＞
国土交通大臣 斉藤 鉄夫 氏
国土交通省 技監 吉岡 幹夫 氏
佐賀県知事 山口 祥義 氏

＜アカデミア＞
東京大学大学院工学系研究科特任教授 小澤 一雅 氏
芝浦工業大学 建築学部 建築学科 教授 蟹沢 宏剛 氏
東京大学名誉教授 伊藤 元重 氏
東京大学大学院工学系研究科 教授 松尾 豊 氏
大阪大学産業科学研究所 准教授 松原 靖子 氏
東京大学先端科学技術研究センター教授 西成 活裕 氏
学習院大学経済学部経営学科教授 守島 基博 氏
日本女子大学学長 篠原 聡子 氏
東京工業大学学長 益 一哉 氏

＜著名企業・団体の経営者、キーパーソン＞
鹿島建設 代表取締役社長 天野 裕正 氏
鹿島建設 代表取締役副社長執行役員 風間 優 氏
清水建設 代表取締役社長 井上 和幸 氏
清水建設 代表取締役 副社長執行役員 池田 謙太郎 氏
大林組 代表取締役 社長 兼 CEO（日建連副会長） 蓮輪 賢治 氏
大和ハウス工業 代表取締役社長/CEO 芳井 敬一 氏
ヤマトホールディングス 代表取締役社長 長尾 裕 氏
SGホールディングス 代表取締役社長 松本 秀一 氏
日本郵政 取締役兼代表執行役社長 増田 寬也 氏

＜著名企業・団体の経営者、キーパーソン＞
ブリヂストン 取締役 代表執行役 Global CEO 石橋 秀一 氏
デンソー 代表取締役社長 COO 林 新之助 氏
アイリスオーヤマ 代表取締役会長 大山 健太郎 氏
アイリスオーヤマ 専務取締役研究開発本部長 大山 繁生氏
パレスホテル 取締役社長 吉原 大介 氏
星野リゾート 代表取締役社長 星野 佳路 氏
すかいらーくホールディングス 代表取締役社長 金谷 実 氏
ゼンショーホールディングス 代表取締役会長 兼 社長 小川 賢太郎 氏
ロイヤルホールディングス 代表取締役会長 菊地 唯夫 氏
セブン-イレブン・ジャパン 執行役員 QC･物流管理本部長 笠石 吉美 氏
コニカミノルタ 常務執行役 技術担当 江口 俊哉 氏
三菱地所 執行役員 コマーシャル不動産事業グループ 小張 貴史 氏
一般社団法人ベンチャー型事業承継代表理事
「アトツギベンチャー思考 社長になるまでにやっておく55のこと」著者 山野 千枝 氏

＜中堅・中小企業の経営者＞
KMユナイテッド 代表取締役社長／CEO 竹延 幸雄 氏
テイクアンドギヴ･ニーズ 代表取締役会長 野尻 佳孝 氏
ダイヤ精機 代表取締役 諏訪 貴子 氏

＜Human Capital Committee 幹事会員＞
日揮ホールディングス 専務執行役員 CHRO 花田 琢也 氏
三越伊勢丹ホールディングス 執行役員 人事統括部長 白藤 淳 氏
ソニーグループ 執行役 安部 和志 氏
味の素 執行役 ダイバーシティ・人財担当 栢原 紫野 氏



協賛プラン：600万円（税別）

■ご講演枠の提供：1枠（30分） ※AM,PM共通。ライブ講演として実施予定

■初日の全事前登録者リスト（1,200～2,000件想定）の提供

※告知を開始した後に協賛をご決定いただいた場合は、パーミッション文に社名を明示した時点以降に登録のあった方のみが提供対象となります。

※ご提供するリストにはセッション毎の個別視聴履歴のご提供はございません。

■講演採録記事の掲載（原稿は共通）

・日経ビジネス 2024年7月15日号（7/12発売）に2ページ掲載

・以下の５誌から1誌選択いただき2ページ掲載

日経トップリーダー 8月号（7/29発売）、日経コンピュータ 7/25号（7/24発売）、日経ものづくり 8月号（7/31発売）、

日経アーキテクチュア 7/25号（7/22発売）、日経コンストラクション 7月号（7/18発売）

・日経ビジネス電子版・日経クロステック・日経クロスウーマン合同ネームによる広告タイアップに2024年7月中旬から1か月掲載

■貴社放映映像素材のご提供（二次利用可能） ※素材のご提供は、上記レビューの掲載終了後

■配信画面上の貴社社名ロゴ掲出

■講演資料等のダウンロード（任意、１点まで）

■個別アンケートの実施（任意） ※運営ルールに基づく形にて別途事務局よりご案内いたします。

※上記プランは2024年1月現在の計画で変更になる場合があります。



●企画書（正式版）リリース（協賛ご案内開始）

●主催者企画（キーノートなど）出演交渉開始

●講演に関するご案内状（兼ヒアリングシート）の送付

●協賛ご結論（お申込み）締切

●主催者企画（キーノートなど）登壇者決定

●ヒアリングシートのご返送

●キーノート事前収録日程の調整、確定

●告知サイトOPEN（集客プロモーション開始）

●主催者講演（キーノート）事前収録期間

●イベント開催・放映

●講演映像データ、事前登録者リスト提供

●講演採録記事の掲載

2024年1月～

 2024年1月～

 2024年2月中旬～

 2024年3月中旬

2024年3月下旬

 2024年3月下旬

 2024年4月上旬

2024年4月上旬

2024年5月下旬

2024年5月30日

 2024年6月上旬

 2024年7月～

スケジュール（予定）

※上記は2024年1月現在の計画で変更になる場合があります。

※本件計画や協賛に関するお問い合わせは、担当（日経BP アカウントビジネスユニット 鍵山）kagiyama@nikkeibp.co.jp までお願いいたします

mailto:suwa@nikkeibp.co.jp


1. 顧客情報の範囲
提供する顧客情報は、「氏名」「勤務先会社名」「勤務先部署名・役職名」「勤務先郵便番号」「勤務先（または自宅）住所」
「勤務先（または自宅）電話番号」「勤務先（または自宅）FAX番号」「電子メールアドレス」「業種など」の登録された情報のなかで
貴社が希望する項目とします。「業種など」はイベント単位で異なる場合がありますので、事前に担当者までお問い合わせください。

2. 顧客情報の提供方法
顧客情報は「日経BP リードジェン支援システム」を使用してご提供いたします。データの取得方法などは貴社ご担当者様宛に弊社から
メールでご案内いたします。問い合わせ先：日経BP リード・サポートセンター（ E-mail：lgsc10@nikkeibp.co.jp ）

3. 顧客情報の利用目的
提供した顧客情報は、その元となった貴社主催または協賛セミナーの内容に関連した、貴社製品／サービスのご案内に限定してご利用ください。

4. 顧客情報の利用方法
提供した顧客情報を元に、最初に顧客に連絡を取る際には、「提供した顧客情報の元となった貴社主催または協賛のイベント名」「貴社名」
「貴社の連絡先」「顧客情報の変更・削除および情報提供停止の方法」を必ず明示してください。

5. 提供した顧客情報の管理責任について
提供した顧客情報は「個人情報の保護に関する法律」などに基づいて貴社の責任において管理・運用願います。万が一、事故などで顧客または
貴社に損害が生じた場合、弊社では一切の責任を負いかねます。

日経ＢＰでは顧客情報の提供にあたり，以下の内容を遵守していただくことを前提といたします。
是非，ご確認いただきますようお願い申し上げます。

【個人情報を提供する際の取り扱いルール】
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